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ま え が き 

 

1992年に育児休業法が施行されて 15年余り経つ。同法により、勤務先の育児休業制度の

有無にかかわらず、労働者は育児休業を取得できるようになった。同法施行後、就業規則等

に育児休業制度の規定を設ける企業も増えている。にもかかわらず、今日でも多くの女性が

出産・育児期に仕事をやめている。その要因を明らかにするため、当機構では平成 19 年度

から平成 23 年度のプロジェクト研究「ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた社会シス

テム・雇用環境の整備に関する調査研究」のサブテーマとして、「就業継続の政策効果に関す

る研究」を実施している。本報告書は、その平成 20年度までの中間とりまとめである。 

本報告書では、大企業と中小企業の育児休業制度の普及状況の違いに着目し、既存データ

の二次分析により、就業継続支援の課題を企業規模ごとに整理している。中小企業について

は、これまで、個々の労働者に対して柔軟に対応しているため、両立支援の制度はなくても

出産・育児期に就業継続できているという指摘があった。しかし、本報告書の分析結果から、

中小企業においても、育児休業制度がない企業では第 1子出産前に退職する女性が多いこと、

100 人未満の小規模企業に勤務する女性は育児休業取得が難しく、都市部においては保育所

の利用も難しいことから多くの女性が退職していることがうかがえる。出産・育児期に就業

継続する女性が増えるために、中小企業においても育児休業は重要な支援といえる。一方、

大企業では育児休業制度の導入率が 90%を超えており、育児休業取得率も高い。にもかかわ

らず、近年の女性の働き方の変化により就業継続は難しくなっていることが分析結果から示

唆される。そうした変化に対応したさらなる就業継続支援の充実が大企業の課題といえる。 

これらの知見をもとに、平成 21年度以降さらに踏み込んだ調査研究を行う予定であるが、

出産・育児期に就業継続支援の課題について、本報告書の分析結果から様々なインプリケー

ションを得ることができる。本報告書が、企業、労働組合、関係機関の方々、および研究者

等、このテーマに関心のある専門家の方々にご活用いただければ幸いである。 

 

2009年 5月 

独立行政法人労働政策研究･研修機構 

理事長  稲  上   毅 
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